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コ ー ド 番 号 6218 本社所在都道府県 静 岡 県

（ＵＲＬ http://www.enshu.co.jp/ ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 寺 田 　 一 彦
問合せ先責任者 役 職 名 常 務 取 締 役 　 企 画 財 務 部 担 当

氏 名 千 賀 　 伸 一 Ｔ Ｅ Ｌ(     )053 447－2111

中間決算取締役会開催日 平 成 16年 11月 15日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 単元株制度採用の有無 有（１単元  1,000株）

1. 16年 9月中間期の業績 （平成16年 4月 1日～平成16年 9月30日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期       16,754     4.7         350   △37.1         304     6.5
15年 9月中間期       16,004    △2.7         557     2.9         286    21.9

16年 3月期       31,224－          937－          425－

1 株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 ( 当 期 ) 純 利 益
％ 円 銭百万円

16年 9月中間期          145－           3.04
15年 9月中間期         △410 －          △8.59

16年 3月期         △469 －          △9.83

(注 )1.期中平均株式数 16年 9月中間期    47,733,042株 15年 9月中間期    47,750,010株
16年 3月期     47,745,850株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )16年 9月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
16年 9月中間期 － － 特別配当 － 円－銭
15年 9月中間期 － －

16年 3月期 － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 9月中間期       37,097        5,892     15.9         123.46
15年 9月中間期       35,002        5,778     16.5         121.01

16年 3月期       33,797        5,719     16.9         119.82

(注 )1.期末発行済株式数 16年 9月中間期    47,728,625株 15年 9月中間期    47,747,066株
16年 3月期     47,736,729株

2.期末自己株式数 16年 9月中間期        88,375株 15年 9月中間期        69,934株
16年 3月期         80,271株

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       34,400          700          370－ －

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )           7円75銭

上 記 予 想 は 本 資 料 発 表 時 現 在 に お い て 、 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り ま す 。 実 際 の 業
績 は 、 今 後 の 様 々 な 要 因 に よ っ て 大 き く 変 動 す る 可 能 性 が あ り ま す 。 業 績 予 想 の 前 提 条 件 そ の 他 に つ
い て は 、 添 付 資 料 の ５ 頁 を ご 参 照 く だ さ い 。

（百万円未満切捨） 
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比 較 貸 借 対 照 表             

（単位：百万円未満切捨） 
当中間会計期間 

平成 1 6 年 9 月 3 0 日現在  
前 事 業 年 度       

平成 1 6 年 3 月 3 1 日現在  
前中間会計期間 

平成 1 5 年 9 月 3 0 日現在  期 別    
科 目    

金 額     構成比 金 額      

対前事業年度 
増 減    

金 額     構成比 

 （ 資 産 の 部 ）    %  %   % 

Ⅰ 流 動 資 産          

１．現 金 及 び 預 金  1,413  2,002  △ 588 1,784  

２．受 取 手 形   593  792  △ 198 1,319  

３．売 掛 金  10,562  8,089  2,472 8,591  

４．た な 卸 資 産  9,420  7,740  1,679 7,954  

５．繰 延 税 金 資 産  359  344  15 287  

６．子 会 社 貸 付 金  288  327  △ 38 400  

７．そ の 他  113  70  42 84  

８．貸 倒 引 当 金 （ △ ）   △ 40  △ 8  △ 32 △ 9  

 流 動 資 産 合 計  22,712 61.2 19,360 57.3 3,351 20,414 58.3 

Ⅱ 固 定 資 産          

１．有 形 固 定 資 産         

(1) 建 物 及 び 構 築 物   1,958  1,918  39 1,926  

(2) 機械装置及び運搬具   4,363  4,274  89 4,363  

(3) 土 地  5,919  5,919  － 5,919  

(4) 建 設 仮 勘 定  237  376  △ 138 353  

(5) そ の 他  402  344  57 365  

 有 形 固 定 資 産 合 計  12,882 34.7 12,834 38.0 48 12,928 36.9 

２．無 形 固 定 資 産  30 0.1 31 0.1 △ 1 33 0.1 

３．投 資 そ の 他 の 資 産         

(1) 投 資 有 価 証 券  108  202  △ 94 197  

(2) 子 会 社 株 式  301  301  － 301  

(3) 繰 延 税 金 資 産  752  760  △ 8 757  

(4) そ の 他  328  324  3 392  

(5) 貸 倒 引 当 金 （ △ ）   △ 17  △ 17  0 △ 21  

 投 資 そ の 他 の 資 産 合 計   1,472 4.0 1,571 4.6 △ 98 1,626 4.7 

 固 定 資 産 合 計  14,385  
38.8 14,437 42.7 △ 51 14,588 41.7 

 資 産 合 計   37,097 100.0 33,797 100.0 3,299 35,002 100.0 
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（単位：百万円未満切捨） 
当中間会計期間 

平成 1 6 年 9 月 3 0 日現在  
前 事 業 年 度       

平成 1 6 年 3 月 3 1 日現在  
前中間会計期間 

平成 1 5 年 9 月 3 0 日現在  期 別    
科 目    

金 額     構成比 金 額      

対前事業年度 
増 減    

金 額     構成比 

 （ 負 債 の 部 ）    %  %   % 

Ⅰ 流 動 負 債         

１．支 払 手 形   2,222  1,389  833 1,772  

２．買 掛 金  5,533  4,053  1,480 4,485  

３．短 期 借 入 金  10,646  10,337  308 10,449  

４．未 払 金  869  763  106 676  

５．未 払 法 人 税 等  188  259  △ 71 265  

６．賞 与 引 当 金  430  430  － 380  

７．そ の 他  512  398  113 389  

 流 動 負 債 合 計  20,401 55.0 17,631 52.2 2,770 18,419 52.6 

Ⅱ 固 定 負 債          

１．長 期 借 入 金  6,082  5,727  354 6,080  

２．再評価に係る繰延税金負債  2,141  2,141  － 2,141  

３．退 職 給 付 引 当 金   2,222  2,209  12 2,203  

４．そ の 他  357  368  △ 10 379  

 固 定 負 債 合 計  10,803 29.1 10,446 30.9 356 10,805 30.9 

負 債 合 計   31,205 84.1 28,077 83.1 3,127 29,224 83.5 

          

 （ 資 本 の 部 ）          

Ⅰ 資 本 金  2,390 6.4 2,390 7.1 － 2,390 6.8 

Ⅱ 資 本 剰 余 金         

 資 本 準 備 金  803 2.2 803 2.4 － 803 2.3 

Ⅲ 利 益 剰 余 金         

 中間（当期）未処理損失   549  694  △ 145 635  

 利 益 剰 余 金 合 計   △ 549 △ 1.5  △ 694 △ 2.1  145 △ 635 △ 1.8  

Ⅳ 土 地 再 評 価 差 額 金   3,252 8.8  3,252  9.6  － 3,252 9.3 

Ⅴ その他有価証券評価差額金   5 0.0 △ 23 △ 0.1  29 △ 26 △ 0.1  

Ⅵ 自 己 株 式  △ 10 △ 0.0  △ 8 △ 0.0  △ 1 △ 6 △ 0.0  

資 本 合 計   5,892 15.9 5,719 16.9 172 5,778 16.5 

負 債 資 本 合 計  37,097 100.0 33,797 100.0 3,299 35,002 100.0 
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比 較 損 益 計 算 書             

（単位：百万円未満切捨） 
当中間会計期間 

自  平成16年4月  1日           
至  平成16年9月30日           

前中間会計期間 
自  平成15年4月  1日           
至  平成15年9月30日           

前事業年度 
自  平成15年4月  1日           
至  平成16年3月31日           

期 別    
科 目    

金 額     比 率 金 額     比 率 

対前年中間期 
増 減    

金 額     比 率 

    %  %   % 

Ⅰ 売 上 高  16,754 100.0 16,004 100.0 749 31,224 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価   15,354 91.6 14,272 89.2 1,081 28,032 89.8 

 売 上 総 利 益  1,400 8.4 1,731 10.8 △ 331 3,191 10.2 

          
Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,049 6.3 1,174 7.3 △ 124 2,254 7.2 

 営 業 利 益  350 2.1 557 3.5 △ 206 937 3.0 

          
Ⅳ 営 業 外 収 益  170 1.0 49 0.3 121 89 0.3 

１．受取利息及び配当金   4  5  △ 0 9  

２．その他の営業外収益   166  44  122 79  

          
Ⅴ 営 業 外 費 用  216 1.3 320 2.0 △ 104 601 1.9 

１．支 払 利 息   156  178  △ 22 354  

２．その他の営業外費用   60  142  △ 82 247  

 経 常 利 益  304 1.8 286 1.8 18 425  1.4  

          
Ⅵ 特 別 利 益   0 0.0 － － 0 1 0.0 

１．固 定 資 産 売 却 益   0  －  0 1  

          
Ⅶ 特 別 損 失   29 0.2 925 5.8 △ 895 1,051 3.4 

１．固 定 資 産 売 却 損   1  15  △ 14 17  

２．固 定 資 産 廃 棄 損   10  28  △ 18 42  

３．役 員 退 職 金  10  31  △ 21 31  

４．投資有価証券売却損   7  －  7 －  

５．厚生年金基金代行部分返上損  －  849  △ 849 849  

６．子会社出資金評価損   －  －  － 110  

 
税引前中間純利益又は 

中間（当期）純損失（△）  275 1.6 △ 638 △ 4.0  914 △ 624 △ 2.0  

 法人税、住民税及び事業税   156 0.9 269 1.7 △ 112 404 1.3 

 法 人 税 等 調 整 額   △ 26 △ 0.2  △ 498 △ 3.1  471 △ 560 △ 1.8  

 
中間純利益又は 

中間（当期）純損失（△）  145 0.9 △ 410 △ 2.6  555 △ 469 △ 1.5  

 前 期 繰 越 損 失  694  233  461 233  

 再 評 価 差 額 金 取 崩 額   －  8  △ 8 8  

 中 間 （ 当 期 ） 未 処 理 損 失  549  635  △ 85 694  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
１．資産の評価基準及び評価方法 

（1）有価証券 
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法 
その他有価証券   

 時価のあるもの  中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本直入 
  法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）  
 時価のないもの  移動平均法による原価法 

（2）たな卸資産 
製 品        工 作 機 械      個別法による原価法 

 機 器      総平均法による原価法 
半製品、原材料、貯蔵品 総平均法による原価法 
仕 掛 品        工 作 機 械      個別法による原価法 

 機 器      総平均法による原価法 
２．固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産  定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属を 
 除く）については定額法）。なお、取得価額 10 万円以上 20 万円未満の 
 資産については、3 年間で均等償却しております。 
無形固定資産  定額法によっております。 

３．引当金の計上基準 
貸倒引当金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、 
 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収 
 不能見込み額を計上しております。 
賞与引当金 従業員賞与の支払に充てるため、会社基準（支払予定額）による要支給 
 額を引当てております。 
退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及 
 び年金資産の見込み額に基づき、当中間期末において発生していると認 
 められる額を計上しております。なお、会計基準変更時差異については 
 15 年による按分額を費用処理しております。また、過去勤務債務につい 
 ては 15 年による定額法により処理し、数理計算上の差異については 15 年 
 による定額法によりそれぞれ発生の翌事業年度より費用処理することと 
 しております。 

４．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
５．ヘッジ会計の方法 

ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ及び金利スワップの特例処理 
ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 金利スワップ 
 ヘッジ対象 長期借入金 
ヘッジ方針 長期運転資金の金利を固定化するためのものであります。 
ヘッジ有効性評価の方法 ヘッジ開始から有効性判定時点までの期間におけるヘッジ対象及びヘ 
  ッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フロー変動の累計額等を基礎 
  として判断しております。 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
消費税等の処理方法  税抜き方式によっております。 

（ 追 加 情 報 ）           
「地方税法等の一部を改正する法律」（平成 15 年法律第 9 号）が平成 15 年 3 月 31 日に公布され、平成

16 年 4 月 1 日以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入されたことに伴い、当中間会計期間よ
り「法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」（平成 16 年
2 月 13 日 企業会計基準委員会 実務対応報告第 12 号）に従い法人事業税の付加価値割及び資本割につ
いては、販売費及び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が 16 百万円増加し、営業利益、経常利益及び税引前中間純利益が、
16 百万円減少しております。  
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注 記 事 項             
 
１．貸借対照表に関する事項 
   当中間会計期間   前中間会計期間    前事業年度  
（１） 有形固定資産減価償却累計額                22,635 百万円 21,952 百万円 22,323 百万円  
（２） 担 保 に 供 し て い る 資 産                10,371 百万円 9,014 百万円 10,715 百万円  
（３） 受 取 手 形 割 引 高                1,290 百万円 1,079 百万円 300 百万円  
（４） 保 証 債 務                165 百万円 182 百万円 174 百万円  
  
２．損益計算書に関する事項 
   当中間会計期間   前中間会計期間    前事業年度  

 普 通 減 価 償 却 実 施 額                564 百万円 553 百万円 1,179 百万円  
 
３．リース取引に関する事項 

ＥＤＩＮＥＴにより開示をおこなうため記載を省略しております。 

 
４．有価証券に関する事項 

前中間会計期間末（平成15 年 9 月 30 日）、当中間会計期間末（平成 16 年 9 月 30 日）及び前事業年度末（平

成 16 年 3 月 31 日）において、子会社及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
 

 



決算発表参考資料決算発表参考資料決算発表参考資料決算発表参考資料

平成１７年３月期　中間決算発表参考資料平成１７年３月期　中間決算発表参考資料平成１７年３月期　中間決算発表参考資料平成１７年３月期　中間決算発表参考資料

（（（（ 個個個個 別別別別 ）））） 平成16年11月15日
（６２１８）エンシュウ株式会社

業績と通期の予想業績と通期の予想業績と通期の予想業績と通期の予想
　経営成績及び主な指標　経営成績及び主な指標　経営成績及び主な指標　経営成績及び主な指標

（金額単位：百万円）
平成13年9月中間期 平成14年9月中間期 平成15年9月中間期 平成16年9月中間期 平成17年3月期
（134中間期） （135中間期） （136中間期） （137中間期） （137期予想）

売 上 高 17,241 16,452 16,004 16,754 34,400
（対前年中間期（前期）比） (12.6%) (△4.6%) (△2.7%) (4.7%) (10.2%)
営 業 損 益 △218 541 557 350 1,030
（対前年中間期（前期）比） (  -  ) (  -  ) (2.9%) (△37.1%) (9.9%)
経 常 損 益 △437 234 286 304 700
（対前年中間期（前期）比） (  -  ) (  -  ) (21.9%) (6.5%) (64.7%)
中 間（当期）純損益 △459 131 △410 145 370
（対前年中間期（前期）比） (  -  ) (  -  ) (  -  ) (  -  ) (  -  )

１株当り中間（当期）純損益（円） △9.61 2.76 △8.59 3.04 7.75

株主資本利益率（％） △8.0 2.1 △6.9 2.5 6.3

総資本経常利益率（％） △1.2 0.7 0.8 0.9 －

売上高経常利益率（％） △2.5 1.4 1.8 1.8 2.0

総 資 産 額 38,127 34,826 35,002 37,097 －

株 主 資 本 5,519 6,208 5,778 5,892 6,089

株 主資本比率（％） 14.5 17.8 16.5 15.9 －

１株当り株主資本（円） 115.43 129.91 121.01 123.46 127.58

株 価 収 益 率 （ 倍 ） － 39.49 － 54.28 －

配 当 金 無　配 無　配 無　配 無　配 無　配

従 業 員 数 855 815 801 799 －

（＊）参考　中間期過去最高額
売　上　高 昭和56年9月中間期 25,048 百万円
営業 利益 〃 1,333 　 〃
経常 利益 〃 1,264 　 〃
中間純利益 昭和55年9月中間期 792 　 〃

期 別
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